
議案第２８号 

 

   一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て 

 

 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

  令和４年３月８日提出 

 

三田市長 森  哲 男    



三田市条例第  号 

 

   一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年三田町条例第３５号）の一部を次

のように改正する。 

第２１条第２項各号中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に改め、

同条第３項各号中「１００分の７２．５」を「１００分の６７．５」に改める。 

付則に次の２項を加える。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

３０ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、付則第２３項及び第２４項の規定

にかかわらず、第２１条第２項及び第３項の規定により算定される期末手当の額

（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月１日（同日前１

箇月以内に退職した者にあっては、当該退職をした日）における次の各号に掲げ

る職員（この条例の適用を受ける者をいう。以下この項において同じ。）の区分ご

とに、それぞれ当該各号に定める算式により計算した額（以下この項において「調

整額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上とな

るときは、期末手当は、支給しない。 

(1) 再任用職員以外の職員 Ａ×１５／１２７．５－（Ｂ－Ａ）（小数点以下の端

数が生じたときは、これを切り捨てた額） 

(2) 再任用職員 Ａ×１０／７２．５－（Ｂ－Ａ）（小数点以下の端数が生じたと

きは、これを切り捨てた額） 

備考 この算式中次に掲げる記号の意義は、次に定めるとおりとする。 

Ａ 令和３年１２月に支給された期末手当の額 

Ｂ 付則第２４項の規定を適用しないものとして算出した令和３年１２月の期

末手当の額 

（給料の特例の適用除外） 

３１ 令和４年４月から令和５年３月に支給する地域手当、期末手当及び勤勉手当

並びに令和４年５月から令和５年４月に支給する時間外勤務手当の算定の基礎と

なる給料については、付則第２４項の規定を適用しないものとする。 

別表第１の２（その１）７級の項第３号中「次長」の次に「、担当次長」を加え



る。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の２（その１）７級の

項の改正規定は、令和４年４月１日から施行する。 

 （特別職に属する常勤の職員の給与に関する条例の一部改正） 

２ 特別職に属する常勤の職員の給与に関する条例（昭和３１年三田町条例第１７

号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項各号列記以外の部分中「６月に支給する場合においては１００分

の２２２．５、１２月に支給する場合においては１００分の２２２．５」を「１

００分の２１５」に改める。 

  付則に次の１項を加える。 

  （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

５ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、付則第２項の規定にかかわらず、

第４条第２項の規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基

準額」という。）から、次に定める算式により計算した額（以下この項において

「調整額」という。）を減じた額（調整額が負の値となるときは、減じない。）

とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、

支給しない。 

Ａ×１５／２２２．５－（Ｂ－Ａ）（小数点以下の端数が生じたときは、これ

を切り捨てた額） 

備考 この算式中次に掲げる記号の意義は、次に定めるとおりとする。 

Ａ 令和３年１２月に支給された期末手当の額 

Ｂ 付則第２項の規定を適用しないものとして算出した令和３年１２月の期

末手当の額 

 （三田市議会議員報酬等に関する条例の一部改正） 

３ 三田市議会議員報酬等に関する条例（昭和３１年三田町条例第１８号）の一部

を次のように改正する。 

  第６条第２項各号列記以外の部分中「６月に支給する場合においては１００分

の２２２．５、１２月に支給する場合においては１００分の２２２．５」を「１

００分の２１５」に改める。 



付則に次の２項を加える。 

  （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

４ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、付則第３項の規定にかかわらず、

第６条第２項の規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基

準額」という。）から、次に定める算式により計算した額（以下この項において

「調整額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以

上となるときは、期末手当は、支給しない。 

Ａ×１５／２２２．５－（Ｂ－Ａ）（小数点以下の端数が生じたときは、これ

を切り捨てた額） 

備考 この算式中次に掲げる記号の意義は、次に定めるとおりとする。 

Ａ 令和３年１２月に支給された期末手当の額 

Ｂ 付則第３項の規定を適用しないものとして算出した令和３年１２月の期

末手当の額 

（議員報酬の額の特例の適用除外） 

５ 令和４年４月から令和５年３月に支給する期末手当の算定の基礎となる議員

報酬の額については、付則第３項の規定を適用しないものとする。 

 （三田市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正） 

４ 三田市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年三田市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

  第９条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に改める。 


